
福祉施設から一般就労への移行者※
22人

（H29）
13人 14人 ↗

9人 ↘
介護予防事業に資する住民主体の自主活動の会場数 174会場 109会場 158会場 ○

◎

がん検診要精密検査者の精密検査受診率 93.8% 0.867 88.2% ↗

○

がん検診受診率

胃：50.0％
大腸：50.0％
肺：50.0％

子宮：50.0％
乳：60.0％

胃：30.0％
大腸：40.3％
肺：39.6％

子宮：35.5％
乳：54.6％

胃：27.5％
大腸：40.1％
肺：39.0％

子宮：34.1％
乳：42.5％

↘

山形市民スポーツフェスタ参加者数 5,500人 5,280人 4,811人 ↘

成
果
指
標

指標名 目標値 当初値 H28実績値

第１号被保険者の要介護認定率（％） 17.9% 17.9% 16.3%

短期集中通所型介護予防事業参加者のうち状態が改善した方
の割合（H28.3月から実施）

60% － 72.8%

福祉施設入所者の地域生活への移行者数（累計）※
23人

（H27～29）
11人

達成度

平均寿命と健康寿命の差
平均寿命と健
康寿命の差の

縮小

男:1.33年
女:2.98年

男:1.32年
女:3.19年

男:↗
女:↘

達成度　◎:目標値を既に達成、○:H31まで目標値を達成できる見込み、
　　　　矢印表記:H31までに目標値達成できるか現時点では不明確のため、当初値からの状況を示す

評
価
結
果

内容

【評価】
　介護予防事業に資する住民主体の自主活動の会場数は、目標達成に向け順調に推移しており普段から市民自
らが主体となって活動する場が増えている。要介護認定率も改善されているが、介護予防・日常生活支援総合
事業が実施された影響も考えられ、事業の検証も行いながら結果を反映した取組が必要である。
　「短期集中通所型介護予防事業参加者のうち状態が改善した方の割合」については、事業開始前の目標設定
ということもあったため、将来に向けて事業内容を検証し目標値を再設定するなど取組をより推進させなけれ
ばならない。

目
的
・
概
要

（１）いつまでも健康で暮らせるまちづくり
・年齢を重ねても健康でいられ、いきいきと暮らすことができるよう、健康寿命を延ばすため、生涯を通して
健康づくりを進めます。
・幅広くスポーツに親しみ、健康な体づくりをより効果的に行えるよう、山形市スポーツ振興計画の実施計画
を見直し、スポーツを身近に楽しめる環境づくりを進めます
・いつまでも健康で生きていくため、疾病を早期に発見し、早期治療するためのきっかけづくりとしてがん検
診の受診を推進します。
・いざという時に質の高い医療が受けられるよう、市民が最先端の高度医療を受診できる機会を確保します。

（２）高齢者がいきいきと暮らせるまちづくり
・高齢者が住み慣れた地域で支えあい、健やかに生きがいを持って暮らすことができるよう、高齢者への見守
りや声がけ、情報提供等地域全体で支える地域包括ケアシステムの構築を進めます。
・高齢者がいきいきと自分らしく生活するため、高齢者のいきがいづくりを支援します。
・在宅での介護が難しくなった高齢者が、必要なサービスを受けられるよう、高齢者福祉施設へ入所が必要な
方の状況を的確に把握し、施設整備を行います。

（３）障がい者がいきいきと暮らせるまちづくり
・障がい者が安心して自立した生活を送れるよう、サービスの充実や条例制定などの環境整備に努めます。
・障がい者が地域の中で社会の一員として生活が送れるよう、障がい者の社会参加の機会を確保します。
・障がい者への理解を深めるとともに、障がい者の尊厳を守り、障がい者が安定した生活が送れるよう、障が
い者を地域で支え合う仕組みを構築します。

重点政策評価調書

No. 5 重点政策名 いきいきと年齢を重ねられるまちづくり

1



No. 5-1 重点政策名 ５．いきいきと年齢を重ねられるまちづくり

主管課 健康課 施策名 （１）いつまでも健康で暮らせるまちづくり

目
的
・
概
要

①心と体の健康づくり体制の充実
　市民が身近なスポーツに親しみ、健康な体づくりを推進できるよう生涯スポーツの普及啓発に努めます。
また、女性が生涯を通して心身ともに健康を保持・増進できるよう健康講座の開催、健康相談を実施しま
す。

②身近なスポーツ施設の整備
　市民の誰もが幅広くスポーツに親しみ、健康な体づくりをより効果的に行えるよう、日常的に使用できる
スポーツ施設を整備します。

③疾病予防と早期発見対策の充実
　市民の健康維持増進のため、疾病の予防・早期発見・早期治療の大切さについて啓発に努めるとともに、
がん検診を中心とした二次予防の充実を図っていきます。

④最先端の高度医療の受診機会の確保
　市民が最先端の高度医療を受診できる機会を確保するため、山形大学医学部が整備を進めている次世代型
医療用重粒子線照射装置の整備に対して支援を行います。

成
果
指
標

指標名 当初値 目標値 H27 H28 H29 H30 H31

山形市民スポーツフェスタ参加者数 5,280人 5,500人 5,280人 4,811人

がん検診要精密検査者の精密検査受診率 86.70% 93.8% 87.80% 88.20%

がん検診受診率

胃：30.0％
大腸：40.3％
肺：39.6％
子宮：35.5％
乳：54.6％

胃：50.0％
大腸：50.0％
肺：50.0％
子宮：50.0％
乳：60.0％

胃：29.8％
大腸：41.5％
肺：40.2％
子宮：32.9％
乳：46.5％

胃：27.5％
大腸：40.1％
肺：39.0％
子宮：34.1％
乳：42.5％

主要事業名
事業費（千円） 進捗

状況H27決算 H28決算 H29予算 Ｈ30 Ｈ31 合計

事業中

事業概要

各事業に交付金を交付し、健康増進、体力向上や競技力の向上等を図る。
⑴生涯スポーツの振興に係る事業・・・地域スポーツ奨励等
⑵競技スポーツの振興に係る事業・・・スポーツ少年団育成等
⑶学校体育・スポーツの振興に係る事業・・・小学校指導者育成等

課題等
 限られた予算をより有効に活用していく必要があり、交付金の有効活用を図る
ため交付団体の活動内容についての検証を検討していく必要がある。

生涯スポーツ・競技ス
ポーツ振興事業

36,000 36,000 36,000

事業中

事業概要

【H27】 10月11日開催　プログラム数33 【H28】 10月9日開催　プログラム数34
市民の生涯スポーツの振興及び健康づくり、食育・地産地消への意識の高揚と
スポーツに親しむきっかけづくりを目的として開催。
トップアスリートによるスポーツ教室やスポーツ体験のほか、ウォーキングや
フードコート、ステージイベント等を実施。

課題等 ホストタウン構想の交流事業等の実施による、地域活性化等の取組が必要。

山形市民スポーツフェス
タ開催事業

4,800 4,800 4,800

事業中

事業概要

【H27】 人生の各段階に応じ適切な健康の保持増進を目的として、助産師によ
る健康相談（70件）、健康講座（2回・計47名参加）を実施した。

【H28】 人生の各段階に応じ適切な健康の保持増進を目的として、助産師によ
る健康相談（67件）、健康講座（2回・計54名参加）を実施した。

課題等

女性の健康づくり支援
事業

54 50 70

2



事業中

事業概要

【H27】 椹沢地区グラウンド・ゴルフ場整備（「須川かわまちづくり計画」関連施設
整備事業）（道路維持課から材料支給及び整備実施）

【H28】 椹沢地区グラウンド・ゴルフ場整備（拡張）（「須川かわまちづくり計画」関
連施設整備事業）（道路維持課から原材料支給）

課題等

スポーツ環境整備事業

0 0 8,667

事業中

事業概要

【H27】 【H28】
子宮頸部・乳・大腸・前立腺がん無料クーポン券を送付しがん検診を実施。がん
検診手帳や受診案内等を配布しがん検診の重要性を周知。また、検診結果で
「要精密検査」と判定された者に対して、保健指導を徹底しがんの早期発見を
図る。

課題等

がん検診推進事業

18,036 17,304 11,760

事業中

事業概要
【H27】 【H28】 山形大学医学部が整備を進めている次世代型医療用重粒子線
照射装置施設整備に対する支援として、１億円を寄附した。

課題等
重粒子線治療における治療費は、高額となることから、経済的な負担を軽減し、
より多くの市民が高度医療を受診できるような制度の検討も必要。

次世代型医療用重粒子
線照射装置施設整備支
援事業

100,000 100,000 100,000

0

評
価
結
果

内容

【評価】
　成果指標であるがん検診要精密検査者の精密検査受診率は、目標達成に向け受診率が向上しているが他は
当初値より下回っている。がん検診の受診率を向上させるとともに精密検査受診率の向上を図っていきた
い。

【課題】
　ホストタウン構想の交流事業に位置づけられているスポーツフェスタについては、地域活性化につながる
プログラムが求められている。

【今後の方向性】
　より多くの市民がスポーツや健康講座を通して自身の健康な体づくりができるよう市民のニーズに対応し
た事業を実施していく。
　がん検診については、国の動向をみながら、目標達成のために検診受診勧奨や精度管理等に取り組む。

158,890 158,154 161,297 0 0
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No. 5-2 重点政策名 ５．いきいきと年齢を重ねられるまちづくり

主管課 長寿支援課 施策名 （２）高齢者がいきいきと暮らせるまちづくり

目
的
・
概
要

①地域における包括的な支援・サービス体制の充実
　高齢者世帯が増加する中で、安心して自立した生活ができ、高齢者を地域で見守ることができるよう地域
包括ケアシステムの構築を推進し、地域包括支援センター等関係機関と連携して地域全体で支える体制を充
実させます。

②自分らしくいきがいのある充実した生活の実現
　高齢者が住み慣れた地域で安心して生活するために、健康の保持増進・介護予防活動に取り組めるよう支
援します。また、高齢者がいきがいをもって社会参加できるよう支援します。

③高齢者福祉施設の整備
　在宅での介護が難しくなった高齢者が、必要なサービスを受けられるよう地域密着型介護老人福祉施設
（小規模特別養護老人ホーム）や認知症対応型共同生活介護（グループホーム）を整備します。

成
果
指
標

指標名 当初値 目標値 H27 H28 H29 H30 H31
短期集中通所型介護予防事業参加者のうち状態が
改善した方の割合（H28.3から実施） － 60% ― 72.8%

介護予防事業に資する住民主体の自主活
動の会場数

109会場 174会場 123会場 158会場

主要事業名
事業費（千円） 進捗

状況H27決算 H28決算 H29予算 Ｈ30 Ｈ31 合計

事業中

事業概要

【H27】 ・【H28】 山形市社会福祉協議会が実施する福祉協力員制度をはじめとする小地
域ネットワークづくり充実のため、山形市として一定の補助金を交付。
　福祉協力員を配置し、高齢者世帯等の見守りや訪問による福祉問題を把握し民生委
員児童委員と情報共有。また、要援護者等の状況に合わせ近隣住民による個別支援
ネットワークづくりを図る。

課題等

福祉協力員については、業務量の増大や後継者の育成などの課題がある。山形市社会
福祉協議会と連携し実態について調査を行い、どのような姿が望ましいかを今年度検討
していく必要がある。

小地域福祉ネットワーク
推進費補助事業

6,300 9,865 16,975

事業中

事業概要

【H27】 市全域の生活支援関係機関ネットワーク化やニーズ把握、担い手の育成等を図
るための第１層生活支援コーディネーターを業務委託により配置
【H28】 第１層生活支援コーディネーターに加え、日常生活圏域１３圏域（地域包括支援
センターの圏域）に第２層生活支援コーディネーターを業務委託により配置

課題等

生活支援体制整備事業

4,030 66,750 66,810

事業中

事業概要

【H27】 地域包括支援センター１２か所＜５人体制２箇所、４人体制１０箇所＞
    基幹型地域包括支援センター１か所
【H28】 地域包括支援センター１３か所＜５人体制１箇所、４人体制１２箇所＞
    基幹型地域包括支援センター１か所

課題等

 介護予防ケアマネジメント数の増加や相談内容の複雑・多様化が進んでおり、
今後介護予防を推進するため、センター機能の一層の充実・強化を図っていく
必要がある。 そのため、担当圏域内の高齢者数や受け持ち地区数等の多いセ
ンターについて、圏域の分割や再編、人員体制の強化等により適正配置を進め
ていく。

・包括的支援事業（地域
包括支援センターの運
営）

269,341 276,674 283,350
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事業中

事業概要

【Ｈ27】 介護保険法の改正によりＨ２８．３月～実施。
　要支援１・２の者及び「基本チェックリスト（６５才以上の方で２５項目の身体状
況等に関する調査票）」の判定結果で生活機能の低下が見られた方を対象にし
た「介護予防・生活支援サービス事業」と、６５才以上の者を対象にした「一般介
護予防事業」に組替えた。ただし、「介護予防・生活支援サービス」は、現行相当
の訪問、通所である自立支援について実施。
【Ｈ28】 「介護予防・生活支援サービス」の訪問型及び通所型サービスＣを開
始。また、介護予防訪問介護給付及び介護予防通所型介護予防給付が介護予
防・生活支援サービス事業に完全移行した。

課題等

　自立支援に向けたマネジメントや介護予防・生活支援サービスが提供ができ
るよう、事業者間の情報交換の場や研修会等を開催し、サービスの質の向上や
高齢者の生活機能の向上を図る必要がある。
　また、住民が自発的に介護予防に取り組んでいくための住民主体の通いの場
の立上げ支援を継続し、今後はさらに継続していくために支援方法や内容の検
討が必要である。

介護予防・日常生活支
援総合事業

740 428,484 674,456

事業中

事業概要
【H27】 認知症サポーター養成数　3,249人、認知症サポーター累計数　15,451
人
【H28】 認知症サポーター養成数　3,352人、認知症サポーター累計数　18,803
人

課題等

認知症サポーター等養
成事業

650 613 1,103

事業中

事業概要

【Ｈ27】 親族による申立てが期待できない高齢者について、市が成年後見制度
申立てを行うほか、申立経費や後見人報酬の負担できない者に対して費用の
助成を行い生活支援を図るなど、幅広い制度利用を促進している。
・成年後見人市長申立て件数・・・35人（H18年からの累計数・・・248人）
・成年後見人報酬助成件数・・・39件
【Ｈ28】 H27の事業に加えて成年後見人の受任者不足の解消を目的に、28年度
より成年後見センターにおいて、市民後見人養成講座を開催している。
・成年後見人市長申立て件数・・・39人（H18年からの累計数・・・２８７人）
・成年後見人報酬助成件数・・・41件

課題等

成年後見制度利用支援
事業

20,457 21,002 21,894

事業中

事業概要

【H27】 ・【H28】 「シルバー3ヶ月定期券」の購入を希望する高齢者に対し一定額
を助成。また、自動車運転免許証返納者に、当該定期券の購入について１年間
に限り金額を助成。

課題等

高齢者外出支援事業
（再掲）

117,072 118,362 117,000

【Ｈ27】・【H28】 単位老人クラブ及び山形市老人クラブ連合会の活動支援を行
い、運営基盤強化と組織拡大を図る。また、シルバー人材センターの運営を支
援し、高齢者の豊かな経験と能力をいかした就労機会の確保を図る。

単位老人クラブ数・会員数が、減少傾向にある。
役員のなり手がおらず、解散してしまうクラブもある。

事業中

事業概要

課題等

高齢者の生きがいづくり
支援事業

24,137 24,292 20,300
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事業中

事業概要

低所得で生計が困難な者及び生活保護受給者に対し、社会福祉法人が提供し
た通所介護・訪問介護・短期入所生活介護・指定介護老人福祉施設サービス等
に係る利用者負担並びに食費及び居住費（滞在費）を軽減。
【H27】　社会福祉法人による利用者負担軽減制度の実施率（％）100％
【H28】 社会福祉法人による利用者負担軽減制度の実施率（％）100％

課題等

利用者負担対策事業

9,597 9,400 9,877

事業中

事業概要

高齢者、介護認定者または障がい者がいる世帯が対象
【Ｈ27】【H28】　段差解消などのバリアフリー工事をした場合、一部費用を補助
Ｈ28年度補助額5,167千円（補助件数30件）

課題等
次期介護保険制度の改正時に住宅改修が見直されることも検討されており、当事業に
おいてもそれを見据えての見直し点検が必要である。

在宅介護支援住宅改修
補助事業

6,329 5,167 6,890

事業中

事業概要

【H27】　平成28年度に整備を行う認知症対応型共同生活介護（グループホー
ム）2
    施設の整備事業者を公募により選定。
【H28】 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）2施設の整備。
    平成29年度に整備を行う地域密着型老人福祉施設入所者生活介護（小
    規模特別養護老人ホーム）1施設（市を小規模多機能型居宅介護又は看
    護小規模多機能型居宅介護併設）の整備事業者を公募により選定。

課題等
団塊の世代が75歳以上となる平成37年に向けて、必要な施設については、今後も計画
的に整備を進めていく必要がある。

高齢者福祉施設整備事
業

0 83,988 193,864

0

評
価
結
果

内容

【評価】
　成果指標は、目標を達成したものもあるが事業開始前の目標設定ということもあったため、将来に向けて
事業内容を検証し目標の再設定など取組をより推進させるよう体制を整えたい。
　各主要事業については、適正な事業実施に向けた解決すべき課題はあるものの、おおむね計画通り進んで
いる。

【課題】

【今後の方向性】
　来年度からの高齢者保健福祉計画（第７期介護保険事業計画)の中で、課題解決に向けた各事業の検証及び
目標達成のための計画的な進捗管理を行うとともに適宜事業の見直しを行う。

458,653 1,044,597 1,412,519 0 0
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事業中

事業概要

在宅の障がい者・児の経済的負担を軽減し、福祉の増進を図る。
【延支給月数】
【H27】 特別障がい者手当3,078月、山形市重度心身障がい(児)者福祉手当286
月
【H28】 特別障がい者手当3,206月、山形市重度心身障がい(児)者福祉手当272
月

課題等
山形市重度心身障がい（児）者福祉手当については、福祉サービスの充実とと
もに制度設立当初の役割を達成していると考えられ、政策的な効果を検討する
時期に来ている。

特別障がい者手当等給
付事業

111,677 113,951 116,957

事業中

事業概要

自己負担の軽減（原則医療費の１割）により、手術などの医療を受けやすくし、
障がい児・者の自立の促進、福祉の向上を図る。
【給付実績】
【H27】 更生医療 ７２６人、育成医療 ６１人
【H28】 更生医療 ７２６人、育成医療 ５９人

課題等

自立支援医療事業

202,971 175,429 175,976

事業中

事業概要

障がい者が安心して自立した生活を送るため各種福祉サービスを提供する。
【サービスごとの実利用者数】
【H27】 訪問系５５１人、日中活動系１，１８４人、居住系３７４人
【H28】 訪問系５５５人、日中活動系１，２１２人、居住系３７６人

課題等

自立支援給付事業

2,651,937 2,767,360 2,812,950

主要事業名
事業費（千円） 進捗

状況H27決算 H28決算 H29予算 Ｈ30 Ｈ31 合計

福祉施設から一般就労への移行者（年
間）※

13人
22人

（H29）
16人 14人

成
果
指
標

指標名 当初値 目標値 H27 H28 H29 H30 H31

福祉施設入所者の地域生活への移行者数
（累計）※

11人
23人

（H27～
29累

6人 累計9人

※第4期山形市障がい福祉計画（H27～
H29）によるもので、H30以降については
次期計画（第5期）で設定する。

No. 5-3 重点政策名 ５．いきいきと年齢を重ねられるまちづくり

主管課 障がい福祉課 施策名 （３）障がい者がいきいきと暮らせるまちづくり

目
的
・
概
要

①安心して自立できる生活への支援の充実
　障がい者が安心して自立した生活を送れるよう、各種福祉サービスの提供を行うとともに、医療費の助成
や手当の支給等経済的な負担を軽減します。

②社会参加の機会の確保
　障がい者自立支援協議会において、障がい者が積極的に社会生活を送れるよう、地域の関係機関等と連携
を図り、障がい福祉施策に係る課題への対応等に関して協議を行います。
また、様々な相談に対応するため身近な窓口である相談支援センターでの相談支援事業を継続して実施しま
す。

③地域で支え合う体制の充実
　市民の一人ひとりが障がいや障がい者への理解を深めるとともに、障がい者の尊厳を守り、障がい者が安
定した生活が送れるよう支援します。
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0

評
価
結
果

内容

【評価】
 主要事業について、毎年改善実施しながら計画通り進めているが目標達成に向けてより効果的な取組が必要
である。

【課題】障がい者数の増加及び障害者総合支援法の改正による新たなサービスの創設などにより、今後も障
がい福祉サービスの増加が見込まれる。地域移行及び一般就労につながるサービス提供体制の充実を図る必
要がある。

【今後の方向性】
 障がい者が安心した生活が送れるよう、制度に即した障がい福祉サービスの提供に努めるとともに、
　関係機関との協力・連携を図る。

3,237,305 3,325,552 3,385,817 0 0

事業中

事業概要

障がい者の尊厳を守り、安定した生活が送れるよう支援する。
【具体的活動実績】
【H27】 、【H28】 とも：パンフレットによる周知・啓発活動、障がい者虐待防止・権
利擁護研修への参加、障がい者虐待防止連絡協議会による事例共有・未然防
止のための関係機関との連携
【H28】 は上記に加え、障害者虐待防止・権利擁護指導者養成研修受講による
更なる対応力の向上を図った。

課題等

障がい者虐待防止事業

209 227 335

事業中

事業概要

障がい者等の身近な相談窓口として相談支援センターを6事業所に委託して相
談支援事業を実施する。
【相談・支援・調整件数実績】
【H27】 ２８，９８０件
【H28】 ２８，７８５件

課題等

障がい者相談支援委託
事業

58,512 58,512 58,512

事業中

事業概要

障がい者が、その有する能力や適性に応じた日常生活又は社会生活を営むこ
とができるよう、地域の実情に応じた柔軟な事業を実施。
【H27】 手話通訳及び要約筆記派遣 ５０２件、日常生活用具給付 ４，７８８件、
  移動支援延利用時間 ６，４６７時間
【H28】 手話通訳及び要約筆記派遣 ４４５件、日常生活用具給付 ４，８８９件、
  移動支援延利用時間 ６，３５０時間

課題等

地域生活支援事業

211,849 209,793 220,657

事業中

事業概要

障がい者の地域生活を支援するため、関係機関による協議を行うとともに、連
携を図る。
【会議等開催件数】
【H27】 定例協議会３回、専門部会３８回、事務局会議１４回
【H28】 定例協議会４回、専門部会２７回、事務局会議１２回

課題等

障がい者自立支援協議
会運営事業

150 280 430
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